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前期４－６月　今期７－９月　来期10－12月　１－３月の四半期毎集計

主　　要　　指　　標 今　　期 前 年 同 期 前年同期比

有 効 求 人 倍 率
（伊那公共職業安定所管内）

住 宅 新 設 着 工 数
（戸建、共同住宅を含む）
（伊那市、駒ヶ根市、上伊那郡）

駒ヶ岳ロープウェイ乗車客数

中 央 道 利 用 台 数
（伊那インター分）

中 央 道 利 用 台 数
（小黒川スマートインター分）

中 央 道 利 用 台 数
（伊北インター分）

中 央 道 利 用 台 数
（駒ヶ根インター分）

中 央 道 利 用 台 数
（松川インター分）

自動車新規登録台数

（松本自動車検査
登録事務所管内）

前年同月比
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中小企業景気レポート

※このレポートは、当金庫のお取引先193社に対し、2022年７月～９月期の景気の現状と2022年10月～ 12月期の見通しを調査したものです。
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地 区 内 の 景 況 観

上伊那を中心とした伊那谷の業況判断指数推移表（対前期）

好転 ←　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→ 悪化

時　期
業　種

◇今期の業況：今期の上伊那地区内の業況を総合的に見ると、良かったとする企業は17.1％（前期20.3％）、悪かっ
たとする企業は37.1％（前期42.4％）であった。業種別に見ると、良かったとする企業の割合が最も多かったのは卸
売業で22.2％（前期12.5％）、続いて製造業が21.2％（前期25.0％）、建設業が17.5％（前期16.7％）、サービス業が17.4％（前
期12.5％）の順となった。また、悪かったとする企業が多かった業種は、サービス業で56.5％（前期66.7％）、続い
て小売業が54.8％（前期57.6％）、製造業が36.4％（前期42.2％）、卸売業が33.3％（前期25.0％）の順であった。
　DIを総合的に見ると▲20.0（前期▲22.0）と2.0ポイントの上昇で、マイナス幅が縮小している。
　業種別にDIを見ると、不動産業は0.0（前期16.7）でマイナス領域とはならなかったが、対前期▲16.7ポイントと
減少した。また、小売業においても▲45.2（前期▲33.3）と▲11.9ポイントで減少している。他の業種はサービス業
が▲39.1（前期▲54.2）で15.1ポイント、建設業が▲2.5（前期▲9.5）で7.0ポイント、製造業が▲15.2（前期▲17.2）
で2.0ポイント、卸売業が▲11.1（前期▲12.5）で1.4ポイントそれぞれプラスで改善傾向にはあるが水面下からは脱
出できない状況。 
◇来期の見通し：来期の業況予想を総合的に見ると、良いと予想する企業は13.1％（今期17.1％）、悪いと予想する
企業は36.0％（今期37.1％）、DIは▲22.9（今期▲20.0）で2.9ポイント下降し、僅かながら悪化する予想となっている。
　業種別のDIを見ると、卸売業が11.1（今期▲11.1）で22.2ポイント、建設業が2.5（今期▲2.5）で5.0ポイントでプ
ラスに転じ、今期を上回る予想、不動産業は0.0（今期0.0）で変わらない予想、他の業種はすべてマイナス領域の予
想をしており、小売業▲51.6（今期▲45.2）、サービス業▲47.8（今期▲39.1）、製造業▲22.7（今期▲15.2）ポイン
トとなっている。
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業 種 別 天 気 図
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※棒グラフは業況判断指数、折れ線グラフはDIを表しています。
※DIとは、増加（好転）企業割合から減少（悪化）企業割合を差し引いた数値で、どちらの力が強いかで業況を判断しています。
　なお、「仕入価格」については下降割合から上昇割合を、「販売価格」については上昇割合から下降割合をそれぞれ差し引いた数値で判断しています。
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アンケート結果に見る
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アンケート結果に見る

◇今期の業況：今期の業況は、良かったとする企業は21.2％（前期25.0％）、悪かったとする企業は36.4％（前期42.2％）、
DIは▲15.2（前期▲17.2）でプラス2.0ポイントとやや上向いている。
　各指標別を前期比で見ると、売上額のDIは▲4.5（前期▲9.4）とプラス4.9で水面下ながら改善している。受注残
のDIは▲15.4（前期▲15.6）でプラス0.2ポイントとやや良化、収益のDIは▲30.3（前期▲28.1）と▲2.2ポイントで
減少幅はやや拡大している。価格の面では、原材料価格のDIは▲78.8（前期▲85.9）でプラス7.1ポイントと上昇は
弱まった。また、販売価格のDIにおいては24.2（前期29.7）と▲5.5ポイントで上昇と答えた企業の割合は減少している。
資金繰りのDIは、▲10.6（前期▲12.5）とプラス1.9ポイントで厳しさは和らいでいる。借入れをした企業は25.8％（前
期18.8％）、設備投資の実施をした企業は48.6％（前期41.9％）であった。
　前年同期比で見ると、売上額のDIは▲16.7（前年同期29.0）と▲45.7ポイントで増加幅が減少、収益のDIは▲31.8（前
年同期21.0）と▲52.8ポイントで水面下へ落ち込んだ。
◇来期の見通し：来期の見通しについて、業況のDIは▲22.7（今期▲15.2）と7.5ポイント下降で、厳しさを増す予
想をしている。
　各指標別を今期と比べてみると、売上額のDIは▲6.1（今期▲4.5）と▲1.6ポイント減少を強め、収益のDIについ
ては▲27.3（今期▲30.3）と3.0ポイント上昇、また、受注残のDIにおいても▲7.7（今期▲15.4）と7.7ポイント上昇
でいずれも減少幅が縮小すると予想している。原材料価格のDIは▲63.6（今期▲78.8）と上昇はやや弱まる予想であ
るが、販売価格のDIにおいても12.1（今期24.2）と上昇は弱まる予想である。資金繰りのDIは▲13.6（今期▲10.6）
と窮屈感は強まる見通しである。借入れを予定している企業は22.7％（今期実施25.8％）、設備投資の実施を予定し
ている企業は42.6％（今期実施48.6％）となっている。

製　　造　　業 （調査先企業72社　うち回答企業66社）

◆DI指数推移

◆借入金の動き・難易度（有効回答に占める割合）

◆設備投資の動き（有効回答に占める割合）

◆雇用面の動き（有効回答に占める割合）
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▲4.8 ▲6.1 ▲18.8 ▲17.2 ▲15.2 ▲22.7
6.5 ▲1.5 ▲37.5 ▲9.4 ▲4.5 ▲6.1
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◇今期の業況：今期の業況は、良かったとする企業は17.5％（前期16.7％）、悪かったとする企業は20.0％（前期26.2％）
で、DIは▲2.5（前期は▲9.5）とプラス7.0ポイントで厳しさは和らいだ。
　各指標別を前期比で見ると、売上額のDIは▲15.0（前期▲19.0）とプラス4.0ポイント、収益のDIは▲15.0（前期
▲28.6）でプラス13.6ポイント、施工高のDIは▲5.0（前期▲16.7）でプラス11.7ポイントと、いずれにおいても水面
下ながら改善傾向が見られるが、受注残のDIにおいては▲7.5（前期▲4.8）と▲2.7ポイントでさらに低迷している。
価格面では、請負価格のDIは12.5（前期7.1）とプラス5.4ポイントで上昇傾向を強め、材料価格のDIは▲82.5（前期
▲85.7）でプラス3.2ポイントと上昇したとする企業の割合がやや減少した。資金繰りのDIは▲10.0（前期7.3）と
▲17.3ポイントで厳しい状況に転じている。借入れをした企業は35.9％（前期34.1％）、設備投資の実施をした企業
は37.8％（前期41.3％）となっている。
　前年同期比で見ると、売上額のDIは▲25.6（前年同期0.0）と水面下に落ち込み、収益のDIは▲30.8（前年同期
▲7.7）と▲23.1ポイントで、減少幅が拡大している。
◇来期の見通し：来期の見通しについては、業況のDIは2.5（今期▲2.5）と5.0ポイント上昇、好調に転じる予想を
している。
　各指標別を今期と比べて見ると、売上額のDIは▲12.5（今期▲15.0）で回復の兆し、一方、収益のDIは▲22.5（今
期▲15.0）と▲7.5ポイントで減少幅は拡大、受注残のDIについては▲7.5（今期▲7.5）と現状と変動はない見通しで
ある。価格面では、請負価格のDIは10.0（今期12.5）と▲2.5ポイントで上昇傾向は弱まり、材料価格のDIにおいて
も▲70.0（今期▲82.5）とプラス12.5ポイントで上昇傾向は弱まる見通しである。資金繰りのDIは▲17.5（今期
▲10.0）と窮屈感は強まる見通しである。借入れを予定している企業は28.2％（今期実施35.9％）、設備投資の実施
を予定している企業は38.1％（今期実施37.8％）となっている。

建　　設　　業 （調査先企業42社　うち回答企業40社）

◆DI指数推移

◆借入金の動き・難易度（有効回答に占める割合）

◆設備投資の動き（有効回答に占める割合）

◆雇用面の動き（有効回答に占める割合）
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アンケート結果に見る
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※「売上高＝完成工事高」、「施工高＝出来高」、「請負価格＝受注額」

（％）

（％）

（％）

業　　　況
売　上　額
受　注　残
収　　　益
請 負 価 格
材 　料 　価 　格
在 　 　 　 庫
資 金 繰 り

▲7.9 11.1 5.1 ▲9.5 ▲2.5 2.5
▲7.7 ▲2.8 ▲2.6 ▲19.0 ▲15.0 ▲12.5
2.6 8.6 ▲7.7 ▲4.8 ▲7.5 ▲7.5

▲20.5 ▲5.6 ▲2.6 ▲28.6 ▲15.0 ▲22.5
▲5.1 2.8 ▲7.7 7.1 12.5 10.0
▲71.8 ▲83.3 ▲87.2 ▲85.7 ▲82.5 ▲70.0
2.6 ▲2.8 ▲5.3 ▲9.8 0.0 0.0

▲10.3 ▲13.9 ▲20.5 7.3 ▲10.0 ▲17.5

借　入
実　施

借　入
難易度

し　た
しない
容　易
不　変
難

該当なし

28.9 40.0 44.7 34.1 35.9 28.2
71.1 60.0 55.3 65.9 64.1 71.8
13.2 14.7 7.9 7.5 5.1
73.7 70.6 71.1 70.0 71.8
5.3 2.9 7.9 7.5 7.7
7.8 11.8 13.1 15.0 15.4

40.5 35.1 31.4 41.3 37.8 38.1
59.5 64.9 68.6 58.7 62.2 61.9
5.3 0.0 2.6 2.4 2.6 0.0
84.2 88.9 86.9 90.5 94.8 97.4
10.5 11.1 10.5 7.1 2.6 2.6
▲5.2 ▲11.1 ▲7.9 ▲4.7 0.0 ▲2.6

12.8 13.9 7.7 4.9 12.5 5.0
79.5 75.0 69.2 70.7 72.5 87.5
7.7 11.1 23.1 24.4 15.0 7.5
0.0 0.0 0.0 4.9 7.5 2.5
38.5 27.8 53.8 51.2 42.5 42.5
61.5 72.2 46.2 43.9 50.0 55.0

実　施

状　況

Ｄ

し　た
しない
過　剰
適　正
不　足
Ｉ

残　業
時　間

人　手

増　加
不　変
減　少
過　剰
適　正
不　足

不
動
産
の
有
効
活
用
を
図
る

特
に
な
し

情
報
力
を
強
化
す
る

販
路
を
広
げ
る

技
術
力
を
高
め
る

経
費
を
節
減
す
る

人
材
を
確
保
す
る

65.0

50.0

27.5
22.5

17.5 17.5
10.0

天
候
の
不
順

下
請
け
の
確
保
難

利
幅
の
縮
小

同
業
者
間
の
競
争
の
激
化

売
上
の
停
滞
・
減
少

人
手
不
足

材
料
価
格
の
上
昇

予　想

予　想

予　想

予　想

（％）
2021年 2022年

7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月

2021年

2021年

2021年

2022年
7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月

2022年
7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月

2022年
7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月



◇今期の業況：今期の業況は、良かったとする企業は22.2％（前期12.5％）、悪かったとする企業は33.3％（前期25.0％）
となり、DIも▲11.1（前期▲12.5）とプラス1.4ポイントで厳しさはやや和らいでいる。
　各指標別を前期比で見ると、売上額のDIは▲22.2（前期37.5）と▲59.7ポイント、収益のDIも▲22.2（前期37.5）
と▲59.7ポイントと、いずれも水面下へ落ち込んでいる。販売価格のDIは44.4（前期62.5）と▲18.1ポイントで上昇
傾向は弱まった。仕入価格のDIについても▲55.6（前期▲87.5）とプラス31.9ポイントで上昇したと答えた企業の割
合は減少した。資金繰りのDIは11.1（前期0.0）と容易になってきている。借入れをした企業は11.1％（前期25.0％）、
設備投資の実施をした企業は33.3％（前期0.0％）となっている。
　前年同期比で見ると、売上額のDIは22.2（前年同期0.0）で好調に、収益のDIにおいても22.2（前年同期37.5）で
▲15.3ポイントで増勢は一服となった。
◇来期の見通し：来期の見通しについては、業況のDIは11.1（今期▲11.1）で良好感が出てくる予想をしている。
　各指標別を今期と比べて見ると、売上額のDIは44.4（今期▲22.2）でプラス66.6ポイント、収益のDIにおいても33.3（今
期▲22.2）プラス55.5ポイントといずれも増加に転じる見通しである。価格面をみると、販売価格のDIは44.4（今期
44.4）、仕入価格のDIにおいても▲55.6（今期▲55.6）と価格の面では変わらない予想である。資金繰りのDIは11.1（今
期11.1）と変わらない予想である。借入れを予定している企業は22.2％（今期実施11.1％）、設備投資の実施を予定
している企業は11.1％（今期実施33.3％）となっている。

卸　　売　　業 （調査先企業9社　うち回答企業9社）

◆DI指数推移

◆借入金の動き・難易度（有効回答に占める割合）

◆設備投資の動き（有効回答に占める割合）

◆雇用面の動き（有効回答に占める割合）

重点経営施策（複数回答）
（％）

0

20

40

60

80

100

経営上の問題点（複数回答）
（％）上位6項目

0

20

40

60

80

100

－
－
－
－

上位7項目

（％）

（％）

（％）

66.7

44.4

22.2 22.2

11.1 11.1 11.1

88.9

33.3

22.2 22.2 22.2 22.2

業 　 　 　 況
売 　 上 　 額
収 　 　 　 益
販 売 価 格
仕 入 価 格
在　　　庫
資 金 繰 り

▲37.5 ▲37.5 ▲55.6 ▲12.5 ▲11.1 11.1
▲50.0 ▲12.5 ▲55.6 37.5 ▲22.2 44.4
▲25.0 12.5 ▲44.4 37.5 ▲22.2 33.3
37.5 50.0 77.8 62.5 44.4 44.4
▲50.0 ▲87.5 ▲77.8 ▲87.5 ▲55.6 ▲55.6
12.5 0.0 11.1 ▲12.5 ▲11.1 ▲22.2
0.0 12.5 ▲11.1 0.0 11.1 11.1

借　入
実　施

借　入
難易度

し　た
しない
容　易
不　変
難

該当なし

25.0 25.0 33.3 25.0 11.1 22.2
75.0 75.0 66.7 75.0 88.9 77.8
0.0 0.0 0.0 12.5 0.0
75.0 62.5 66.7 50.0 66.7
12.5 12.5 11.1 12.5 0.0
12.5 25.0 22.2 25.0 33.3

0.0 25.0 22.2 0.0 33.3 11.1
100.0 75.0 77.8 100.0 66.7 88.9
0.0 0.0 11.1 12.5 0.0 0.0
100.0 100.0 88.9 87.5 77.8 88.9
0.0 0.0 0.0 0.0 22.2 11.1
0.0 0.0 11.1 12.5 ▲22.2 ▲11.1

12.5 25.0 11.1 12.5 11.1 22.2
87.5 75.0 77.8 87.5 77.8 77.8
0.0 0.0 11.1 0.0 11.1 0.0
0.0 12.5 11.1 0.0 22.2 11.1
87.5 75.0 77.8 100.0 77.8 66.7
12.5 12.5 11.1 0.0 0.0 22.2

実　施

状　況

Ｄ

し　た
しない
過　剰
適　正
不　足
Ｉ

残　業
時　間

人　手

増　加
不　変
減　少
過　剰
適　正
不　足

教
育
訓
練
を
強
化
す
る

パ
ー
ト
化
を
図
る

品
揃
え
を
充
実
す
る

人
材
を
確
保
す
る

経
費
を
節
減
す
る

情
報
力
を
強
化
す
る

販
路
を
広
げ
る

取
引
先
の
減
少

合
理
化
の
不
足

同
業
者
間
の
競
争
の
激
化

人
手
不
足

利
幅
の
縮
小

売
上
の
停
滞
・
減
少

アンケート結果に見る
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◇今期の業況：今期の業況は、良かったとする企業は9.7％（前期24.2％）、悪かったとする企業は54.8％（前期57.6％）、
DIは▲45.2（前期▲33.3）と▲11.9ポイントで悪化傾向が強まっている状況。
　各指標別を前期比で見ると、売上額のDIは▲21.9（前期▲3.0）、収益のDIは▲46.9（前期▲27.3）とそれぞれ
▲18.9ポイント、▲19.6ポイントで、減少幅はいずれも拡大している。販売価格のDIは21.9（前期30.3）と▲8.4ポイ
ントで上昇幅が縮小、仕入価格のDIにおいては▲37.5（前期▲54.5）とプラス17.0ポイントで価格が上昇したとする
企業の割合は減少した。資金繰りのDIは▲34.4（前期▲12.1）と▲22.3ポイントで窮屈感が強まった。借入れをした
企業は15.6％（前期12.5％）、設備投資の実施をした企業は10.7％（前期24.0％）となっている。
　前年同期比で見ると、売上額のDIは▲6.3（前年同期▲34.5）とプラス28.2ポイントで減少幅が縮小、収益のDIも
▲31.3（前年同期▲51.7）とプラス20.4ポイントで減益幅も縮小している。
◇来期の見通し：来期の見通しについて、業況のDIは▲51.6（今期▲45.2）と▲6.4ポイントで悪化は強まる予想を
している。
　各指標別を今期と比べてみると、売上額のDIは0.0（今期▲21.9）と持ち直し、収益のDIは▲21.9（今期▲46.9）と
プラス25.0ポイントで減少幅が縮小する見通しである。販売価格のDIは21.9（今期21.9）と上昇傾向は変わらないも
のの、仕入価格のDIにおいては▲62.5（今期▲37.5）と上昇はさらに強まる見通しである。資金繰りのDIは▲31.3（今
期▲34.4）と窮屈感はやや弱まる予想となった。借入れを予定している企業は6.3％（今期実施15.6％）、設備投資の
実施を予定している企業は25.8％（今期実施10.7％）となっている。

小　　売　　業 （調査先企業37社　うち回答企業32社）

重点経営施策（複数回答）
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アンケート結果に見る
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◆DI指数推移

◆借入金の動き・難易度（有効回答に占める割合）

◆設備投資の動き（有効回答に占める割合）

◆雇用面の動き（有効回答に占める割合）
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アンケート結果に見る

サ  ー  ビ  ス  業（調査先企業27社　うち回答企業24社）

重点経営施策（複数回答）
（％）上位6項目
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経営上の問題点（複数回答）
（％）上位6項目
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◇今期の業況：今期の業況は、良かったとする企業は17.4％（前期12.5％）、悪かったとする企業は56.5％（前期66.7％）、
DIは▲39.1（前期▲54.2）でプラス15.1ポイントと厳しさが和らいでいる。
　各指標別を前期比で見ると、売上額のDIは16.7（前期8.3）でプラス8.4ポイントで好調を強め、収益のDIにおいて
も4.2（前期0.0）で増加傾向となった。料金価格のDIは16.7（前期25.0）と上昇傾向を強め、仕入価格のDIでは▲70.8（前
期▲87.5）とプラス16.7ポイントで上昇幅は縮小している。資金繰りのDIは▲16.7（前期▲16.7）と窮屈感に変化なかっ
た。借入れをした企業は12.5％（前期16.7％）、設備投資の実施をした企業は32.0％（前期25.0％）となっている。
　前年同期比で見ると、売上額のDIは8.3（前年同期▲26.1）とプラス34.4ポイントで水面下を脱している。収益の
DIも▲8.3（前年同期▲21.7）でプラス13.4ポイント水面下ながら減益幅が縮小している。
◇来期の見通し：来期の見通しについて、業況のDIは▲47.8（今期▲39.1）と深刻さを増す予想となっている。
　各指標別を今期と比べて見ると、売上額のDIは▲25.0（今期16.7）と▲41.7ポイント、収益のDIにおいては▲25.0（今
期4.2）と▲29.2ポイントで、いずれも増加から減少に転じる見通しである。仕入価格のDIは▲70.8（今期▲70.8）と
高止まり、また、料金価格のDIは16.7（今期16.7）と変わらず安定する見通しである。資金繰りのDIは▲20.8（今期
▲16.7）と窮屈感は強まる予想となった。借入れを予定している企業は26.1％（今期実施12.5％）、設備投資の実施
を予定している企業は44.0％（今期実施32.0％）となっている。
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◆DI指数推移

◆借入金の動き・難易度（有効回答に占める割合）

◆設備投資の動き（有効回答に占める割合）

◆雇用面の動き（有効回答に占める割合）
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▲78.3 ▲50.0 ▲85.7 ▲54.2 ▲39.1 ▲47.8
▲39.1 ▲16.7 ▲76.2 8.3 16.7 ▲25.0
▲47.8 ▲8.3 ▲66.7 0.0 4.2 ▲25.0
8.7 4.2 ▲4.8 25.0 16.7 16.7

▲21.7 ▲54.2 ▲57.1 ▲87.5 ▲70.8 ▲70.8
▲26.1 ▲20.8 ▲38.1 ▲16.7 ▲16.7 ▲20.8

借　入
実　施

借　入
難易度

し　た
しない
容　易
不　変
難

該当なし

9.1 16.7 10.0 16.7 12.5 26.1
90.9 83.3 90.0 83.3 87.5 73.9
4.3 4.3 0.0 4.3 4.2
65.2 69.6 60.0 65.2 58.3
8.7 8.7 20.0 8.7 16.7
21.8 17.4 20.0 21.8 20.8

9.1 13.0 10.0 25.0 32.0 44.0
90.9 87.0 90.0 75.0 68.0 56.0
0.0 0.0 0.0 4.3 0.0 0.0
78.3 78.3 78.9 65.3 66.7 66.7
21.7 21.7 21.1 30.4 33.3 33.3
▲21.7 ▲21.7 ▲21.1 ▲26.1 ▲33.3 ▲33.3

4.5 13.0 0.0 9.1 16.7 4.2
54.6 69.6 73.7 77.3 75.0 91.6
40.9 17.4 26.3 13.6 8.3 4.2
8.7 8.3 14.3 4.2 4.2 4.2
60.9 62.5 61.9 62.5 50.0 50.0
30.4 29.2 23.8 33.3 45.8 45.8

実　施

状　況

Ｄ

し　た
しない
過　剰
適　正
不　足
Ｉ

残　業
時　間

人　手

増　加
不　変
減　少
過　剰
適　正
不　足

技
術
力
を
強
化
す
る

人
材
を
確
保
す
る

店
舗
・
設
備
を
改
装
す
る

宣
伝
・
広
告
を
強
化
す
る

販
路
を
広
げ
る

経
費
を
節
減
す
る

66.7 62.5

37.5
29.2

12.5 12.5

店
舗
・
設
備
の
狭
小
・
老
朽
化

同
業
者
間
の
競
争
の
激
化

利
幅
の
縮
小

人
手
不
足

材
料
価
格
の
上
昇

売
上
の
停
滞
・
減
少

予　想

予　想

予　想

予　想

（％）

7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月

7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月

7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月

7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月

2021年 2022年

2021年

2021年

2021年

2022年

2022年

2022年



不　動　産　業 （調査先企業6社　うち回答企業6社）

重点経営施策（複数回答）
（％）上位7項目
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経営上の問題点（複数回答）
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アンケート結果に見る

◇今期の業況：今期の業況は、良かったとする企業は0.0％（前期16.7％）、悪かったとする企業は0.0％（前期0.0％）で、
DIは0.0（前期16.7）と▲16.7ポイントで前期を下回る良好感となった。
　各指標別を前期比で見ると、売上額のDIは▲16.7（前期▲16.7）、収益のDIは0.0（前期0.0）でいずれも前期と変わ
りなく推移している。価格面においては、販売価格のDIは33.3（前期33.3）良好のまま安定、仕入価格のDIは▲50.0（前
期▲33.3）と▲16.7ポイントで仕入価格の上昇は強まっている。資金繰りのDIは、0.0（前期0.0）で窮屈感無く安定
している。借入れをした企業は33.3％（前期50.0％）となっている。
　前年同期比で見ると、売上額のDIは▲16.7（前年同期40.0）と▲56.7ポイントで増加から減少に転じ、収益のDIは
33.3（前年同期20.0）とプラス13.3ポイントで好調さを強めている。
◇来期の見通し：来期の見通しについては、業況のDIは0.0（今期0.0）と変わらず安定を予想。
　各指標別を今期と比べて見ると、売上額のDIは0.0（今期▲16.7）で回復予想、収益のDIは16.7（今期0.0）で増加
傾向の見通しである。販売価格のDIは33.3（今期33.3）と安定、仕入価格のDIにおいては▲50.0（今期▲50.0）で上
昇する見通しと答えた企業の割合は変わらなかった。資金繰りのDIは0.0（今期0.0）と引続き安定する見通しである。
借入れを予定している企業は50.0％（今期実施33.3％）となっている。

◆DI指数推移

◆借入金の動き・難易度（有効回答に占める割合）

◆雇用面の動き（有効回答に占める割合）
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▲20.0 0.0 40.0 16.7 0.0 0.0
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▲40.0 20.0 40.0 0.0 0.0 16.7
0.0 40.0 20.0 33.3 33.3 33.3

▲20.0 ▲60.0 ▲20.0 ▲33.3 ▲50.0 ▲50.0
▲20.0 20.0 ▲20.0 ▲33.3 ▲50.0 ▲66.7
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

借　入
実　施

借　入
難易度

し　た
しない
容　易
不　変
難

該当なし

40.0 40.0 40.0 50.0 33.3 50.0
60.0 60.0 60.0 50.0 66.7 50.0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
100.0 100.0 80.0 100.0 83.3
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
0.0 0.0 20.0 0.0 16.7

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
100.0 100.0 100.0 83.3 100.0 100.0
0.0 0.0 0.0 16.7 0.0 0.0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
60.0 100.0 100.0 66.7 66.7 66.7
40.0 0.0 0.0 33.3 33.3 33.3

残　業
時　間

人　手

増　加
不　変
減　少
過　剰
適　正
不　足

予　想

予　想

50.0

33.3 33.3 33.3

16.7 16.7 16.7

人
件
費
以
外
の
経
費
の
増
加

利
幅
の
縮
小

同
業
者
間
の
競
争
の
激
化

問
題
な
し

商
品
物
件
の
高
騰

人
手
不
足

商
品
物
件
の
不
足

83.3

33.3 33.3 33.3 33.3

16.7 16.7

特
に
な
し

提
携
先
を
見
つ
け
る

不
動
産
の
有
効
活
用
を
図
る

人
材
を
確
保
す
る

宣
伝
・
広
告
を
強
化
す
る

販
路
を
広
げ
る

情
報
力
を
強
化
す
る

予　想

（％）
2021年 2022年

7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月

2021年

2021年

2022年
7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月

2022年
7～9月 10～12月 1～3月 4～6月 7～9月 10～12月



中小企業におけるSDGs（持続可能な開発目標）の取組状況について特別調査

アンケート結果に見る

　総合的に見ると、「コスト削減につながる」とした企業が最も多く30.5％、続いて「よくわからない」が18.4％、
「従業員の士気向上、採用容易化につながる」が11.7％、「自社が取組むには経営資源が不足」が10.9％、「新
規顧客が獲得できる」が9.6％の順であった。
　これを業種別に見ると「コスト削減につながる」とする企業が最も多かった業種は、小売業が39.5％、卸
売業が35.7％、サービス業が30.0％、建設業が28.6％、製造業が28.1％であった。また、不動産業では「新規
顧客が獲得できる」と「よくわからない」が同率で28.6％であった。

問 3 貴社では、企業がSDGsに取組むことについてどのような印象を持っていますか。

（％）
【複数回答】
1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.
8.
9.
10.

（省エネ）省エネ、節電、再生可能エネルギーの使用
（省資源）再生資源や未使用資源の利用、廃棄物削減、製品の長寿化や修理
（水資源）水使用量削減、排水管理
（森林資源）ペーパーレス化、緑化・植林
（環境負荷）グリーン調達、カーボンオフセット、有害物質の削減
（雇用）女性や高齢者、障がい者、外国人等の多様な人材の雇用
（労働環境）研修の充実、働き方改革の実施
（貧困対策･健康福祉）フェアトレード、途上国支援
（地域貢献）防犯、防災、寄付、まちづくり
上記の取組みはしていない

総　合 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 不動産業
28.9 31.3 24.7 29.4 31.1 27.0 25.0
16.9 13.2 22.5 23.5 18.0 16.2 8.3
3.3 2.1 1.1 0.0 8.2 8.1 0.0
10.8 11.8 7.9 11.8 13.1 8.1 16.7
2.2 2.8 2.2 0.0 0.0 5.4 0.0
8.1 13.2 5.6 11.8 3.3 0.0 8.3
9.7 11.1 14.6 0.0 4.9 5.4 8.3
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
10.8 5.6 14.6 17.6 13.1 10.8 25.0
9.2 9.0 6.7 5.9 8.2 18.9 8.3

　総合的に見ると「省エネ」とした企業が最も多く全体の28.9％、続いて「省資源」が16.9％、「森林資源」と「地
域貢献」が同率の10.8％、「労働環境」が9.7％の順であった。これらの「取組みはしていない」は9.2％であった。
　業種別に見ても「省エネ」が最も多く、その割合は、製造業が31.3％、小売業が31.1％、卸売業が29.4％、サー
ビス業が27.0％、不動産業が25.0％、建設業が24.7％の順で、不動産業については「省エネ」と「地域貢献」
は同率25.0％であった。二番めに多かった取組みが「省資源」であった業種は、卸売業が23.5％、建設業が
22.5％、小売業が18.0％、製造業は「省資源」と「雇用」は同率の13.2％であった。また、サービス業は「取
組みはしていない」で18.9％であった。

問 2 下記の１～９の取組みは、いずれもSDGsの理念と一致しています。貴社では、これらの取組み
を行っていますか。もっとも取組んでいるものをお答えください。

問 1 貴社では、SDGsについてどのような認知度にありますか。また、SDGsについて、どういった機
関から情報を得ていますか。

（％）

情
報
源

認
知
度

総　合 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 不動産業
22.6 28.8 32.5 22.2 6.3 8.3 33.3
55.4 53.0 45.0 77.8 68.8 54.2 50.0
17.5 13.6 17.5 0.0 18.8 33.3 16.7
4.5 4.5 5.0 0.0 6.3 4.2 0.0
61.6 57.6 50.0 77.8 75.0 75.0 33.3
11.3 12.1 25.0 0.0 3.1 4.2 0.0
11.3 6.1 15.0 11.1 12.5 8.3 50.0
5.1 7.6 2.5 11.1 0.0 8.3 0.0
5.6 10.6 2.5 0.0 3.1 0.0 16.7
5.1 6.1 5.0 0.0 6.3 4.2 0.0

1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.
8.
9.
10.

内容までよく知っている
意味はある程度わかる
名前しか知らない
聞いたことがない
報道機関（テレビ、新聞等）
国・地方自治体
商工会、商工会議所
同業者団体（元請け含む）
金融機関
聞いたことがない

　『認知度』について総合的に見ると、「意味はある程度わかる」と回答した企業が最も多く全体の55.4％、
続いて「内容までよく知っている」が22.6％、「名前しか知らない」が17.5％、「聞いたことがない」が4.5％
という結果であった。業種別に見ても全ての業種で「意味はある程度わかる」の回答が最も多く、その割合は、
卸売業が77.8％、小売業が68.8％、サービス業が54.2％、製造業が53.0％、不動産業は50.0％、建設業が
45.0％であった。
　『情報源』について総合的に見ると、「報道機関（テレビ、新聞等）」と回答した企業が最も多く全体の61.6％、
続いて「国・地等自治体」と「商工会、商工会議所」が同率で11.3％、「金融機関」が5.6％、「同業者団体」
が5.1％であった。また、「聞いたことがない」の回答も5.1％であった。業種別に見ると不動産業で「商工会、
商工会議所」が50.0％で最も多く、それ以外の業種では「報道機関（テレビ、新聞等）」が最も多い回答となった。



問 5 SDGsについて、外部機関（公的、民間問わず）からどのようなサポートを期待しますか。

（％）
【複数回答】
1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.
8.
9.
10.

こまめな電源オフなど電気使用量の削減
カーボンニュートラルにつながる商品の開発
ごみの削減やリサイクルの推進
電気自動車等、ガソリン車以外の導入
太陽光発電等、再生可能エネルギーの導入
環境負荷の少ない原材料等の利用
温室効果ガスに関する行動目標の設定
脱炭素に関する研究や勉強会の実施
その他
取組んでいない

総　合 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 不動産業
43.2 42.6 43.3 33.3 45.7 46.7 37.5
0.8 2.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
21.6 20.2 26.7 25.0 28.3 10.0 0.0
2.4 2.1 1.7 16.7 0.0 0.0 12.5
8.8 12.8 10.0 0.0 2.2 3.3 25.0
5.6 6.4 1.7 8.3 6.5 10.0 0.0
0.4 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
0.8 1.1 1.7 0.0 0.0 0.0 0.0
0.4 0.0 0.0 0.0 2.2 0.0 0.0
16.0 11.7 15.0 16.7 15.2 30.0 25.0

経営者向け研修
従業員向け研修
自社取組みの認知度向上
省エネ対応
各種認証制度取得
働き方改革などの人事制度改定
多様な人材の雇用
資金調達
その他
利用したい支援はない

（％）
【複数回答】
1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.
8.
9.
10.

総　合 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 不動産業
12.8 11.5 15.6 0.0 11.4 13.3 25.0
13.2 17.7 12.5 0.0 6.8 6.7 25.0
6.6 8.8 9.4 10.0 0.0 0.0 8.3
21.2 22.1 18.8 40.0 22.7 23.3 0.0
6.2 6.2 9.4 0.0 4.5 0.0 16.7
8.8 9.7 12.5 10.0 4.5 6.7 0.0
4.8 6.2 4.7 0.0 2.3 3.3 8.3
7.0 2.7 3.1 0.0 18.2 16.7 8.3
0.7 0.0 0.0 0.0 2.3 3.3 0.0
18.7 15.0 14.1 40.0 27.3 26.7 8.3

　総合的に見ると「省エネ対応」の回答が最も多く21.2％、続いて「利用したい支援はない」が18.7％、「従
業員向け研修」が13.2％、「経営者向け研修」が12.8％、「働き方改革などの人事制度改定」が8.8％の順となった。
　業種別に見ると「省エネ対応」の回答が最も多い業種は、製造業が22.1％、建設業が18.8％、「利用したい
支援はない」の回答が最も多い業種は、小売業が27.3％、サービス業が26.7％であった。卸売業は、この二
つの回答が同率40.0％で最も多かった。また、不動産業では「経営者向け研修」が25.0％で最も多い回答となっ
た。

（％）

コスト削減につながる
新規顧客が獲得できる
取組まないと取引が切られる
従業員の士気向上、採用容易化につながる
自社が取組むには経営資源が不足
コスト増になる
自社には関係ない
本業がおろそかになる
その他
よくわからない

総　合 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 不動産業
30.5 28.1 28.6 35.7 39.5 30.0 14.3
9.6 9.4 12.2 0.0 11.6 3.3 28.6
4.2 8.3 0.0 7.1 2.3 0.0 0.0
11.7 11.5 18.4 14.3 7.0 10.0 0.0
10.9 13.5 4.1 14.3 7.0 20.0 0.0
8.8 10.4 6.1 14.3 7.0 10.0 0.0
2.9 0.0 6.1 0.0 2.3 6.7 14.3
2.1 2.1 0.0 7.1 2.3 0.0 14.3
0.8 0.0 2.0 7.1 0.0 0.0 0.0
18.4 16.7 22.4 0.0 20.9 20.0 28.6

【複数回答】
1.
2.
3.
4.
5.
6.
7.
8.
9.
10.

　総合的に見ると「こまめな電源オフなど電気使用量の削減」が最も多く43.2％、続いて「ごみの削減やリ
サイクルの推進」が21.6％、「取組んでいない」が16.0％、「太陽光発電等、再生可能エネルギーの導入」が8.8％、
「環境負荷の少ない原材料等の利用」が5.6％、「電気自動車等、ガソリン車以外の導入」が2.4％の順となった。
　業種別に見ても、「こまめな電源オフなど電気使用量の削減」がすべての業種において最も多い回答となっ
た。二番めに多い回答は、製造業、建設業、卸売業、小売業が「ごみの削減やリサイクルの推進」、サービ
ス業が「取組んでいない」、不動産業が「太陽光発電等、再生可能エネルギーの導入」と同率の「取組んでいない」
であった。

問 4
SDGsの取組みの一つとして、カーボンニュートラル（温室効果ガスの排出量の削減ならび
に吸収作用の保全及び強化）に関する取組みがありますが、貴社で取組まれている施策は
何ですか。


